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 平成２６年度事業報告 
（自 平成２６年４月１日～至 平成２７年３月３１日） 

                            

                               全 日 本 剣 道 連 盟 
  

本連盟は、平成２６年度事業計画に基づき計画した各種事業を着実に実施し、所期の成

果を収めることが出来た。重点方策として普及・教育関係事業の充実、中学校武道必修

化に対する支援事業、指導・教育体制の強化、称号・段級位制度の適正な運用、試合・

審判規則等の厳正な運用による試合内容の充実等８項目を定め、以下の事業を展開した。 
大会関係では、行事日程表（別添－１）のとおり、全日本剣道選手権大会をはじめとす

る主催９大会の他、共催大会８大会を、また主管大会として国民体育大会 （(公財)日本

体育協会の委託）、青年大会の両全国レベルの剣道大会を行った。全日本剣道選手権大会

は昨年同様、日本武道館に８，７６１名の入場者を迎え盛り上がりを見せた。 
また、行事日程表に記載の３０大会の後援に加え、記載のない５０の大会に対して、賞

品提供、プログラムに会長挨拶掲載あるいは後援名義掲載などにより支援を行った。 
財務面では、事業活動収入は７９７百万円、事業活動支出は８１１百万円、事業活動収

支差額は予算より１０百万円増の△１４百万円となり、投資活動収支差額△５２百万円

を含む当期収支差額は予算より△３０百万円減の△６６百万円であった。なお、次期繰

越収支差額は予算より△２０百万円減の△１２百万円となった。 
 
1．普 及 
   「剣道の質の向上」と「現場への浸透」を図るため、下記の取り組みを行った。 

(1) 第４９回剣道中央講習会は、各剣連派遣者と関連団体よりの受講者も含めて、東日本、

西日本の２会場で同時に実施した。(別添－２参照) 
(2) 八段研修会は本年度２回（第２３回・第２４回）実施し、剣道八段合格者４６名が参

加して実施した。(別添－２参照) 
(3) 剣道研究会は、「剣道普及に対する方策」を主題とし、①普及（含む大会・講習会）に

関する事項、②指導に関する事項、③学校での指導に関する事項、④剣道の試合・審

判に関する事項、⑤審査に関する事項、⑥剣道全般にわたる要望ならびに提案事項、

について２日間にわたり討議した。(別添－２参照) 
(4) 各剣連主催で全剣連後援の剣道講習会は、審判法だけでなく指導法にも重点を置くよ

う指導した結果、４３都道府県（他、学生１回を含む。）で４６回実施され、それぞれ

に講師派遣ならびに財政面の支援を行った。(別添－２参照) 
(5) 剣道後援講習会では、講習会の充実に向けて開催剣連、全剣連派遣講師および受講者

の三者に対してアンケート調査を実施し、「剣連への提言」、「全剣連派遣講師への提

言」にまとめ理事会・評議員会に報告した。 
(6) 剣道の正しい理解とその普及を図るため、「剣道の理念」、「剣道修錬の心構え」、「剣

道指導の心構え」の制定経緯について資料収集を行い、「剣道理念に関する基礎資料」

を作成し、都道府県剣道連盟等に配布した。 
(7) 剣道合同稽古会は、日本武道館で毎月１回、地区合同稽古会を北海道地区２回、東北

地区４回（女子合同稽古会１回を含む）、北信越地区３回、東海地区８回、近畿地区６

回、中国・四国地区７回、九州地区６回と、それぞれ開催した。（別添－１参照） 
 
 ２．学校教育関連 
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(1) 中学校武道必修化に伴う剣道指導者研修会は３巡目に入り、（公財）日本武道館・（一財）

全日本学校剣道連盟との共催で実施し、「剣道を専門としない体育の教員」を中心に５ブ

ロックで３８５名が参加した。延べ参加人数は１，８８６名となった。（別添－２参照） 
(2) 文部科学省「平成２６年度武道等指導推進事業」の委託を受け、武道等指導支援強化

委員会を設置し、各都道府県剣連への事業説明会、コーディネーター中央オリエンテ

ーション、授業協力者養成講師中央オリエンテーションを開催し、教員以外による外

部指導を養成するため授業協力者養成講習会を４７都道府県で実施するとともに、講

習会参加者のデーターベースを作成して支援体制を充実させた。平成２６年度授業協

力者養成講習会受講者数は１，４３３名（新規受講者８３２名、再受講者６０１名）

で延べ受講人数は３，５６１名となった。 
(3) 文部科学省委託事業の一環として、昨年度作成した学校体育実技「武道」指導資料「安

全で効果的な剣道授業の展開・ダイジェスト版」を加筆・修正して増刷した。既刊の

「剣道授業の展開・DVD付」も増刷して、授業協力者養成講習会参加者、各県市町村

教育委員会、各都道府県剣道連盟等関係者に両書籍を配布した。これらの事業効果を

検証して３月３１日に文部科学省へ実績報告書を提出した。 
 
３．指導 
 (1) 指導者を養成するための「剣道講師要員（指導法）研修会」を２回実施した。本研修

会では、「指導の在り方」、剣道具を装着した「木刀による剣道基本技稽古法」の展開、

稽古法、日本剣道形について、指導内容の共通理解と実技指導を行い、参加した講師

要員は、全剣連後援剣道講習会の指導法の講師として派遣した。（別添－２） 
 (2) 日本剣道形の修錬を含む実態調査・分析を行い、導き出された課題の対策として、「日

本剣道形修錬の運動展開」とし、① 高段者の率先した剣道形の修錬・指導（示範）、

② 上級者（六・七段）に対する日常的な剣道形修錬取り組み喚起、③ 初級者・中級

者の剣道形修錬の環境整備（実技指導、稽古時間の工夫・調整）の三段階にまとめ、

提起した。 
 (3) 「講師要員（指導法」研修会や中央講習会等での機会を活用し、「剣道の理念」、「剣道

修錬の心構え」、「剣道指導の心構え」の制定経緯資料を基に指導の在り方について検

討した。 
 (4) 女性の指導者養成と技術ならびに資質向上を図ることを目的とした「女子指導者講習

会」を企画・立案し、平成２７年度より実施することとなった。 
 
４．称号・段位 

(1)称号審査・段位審査 
① 称号・段位審査は、審査員選考委員会おいて審査員を選考して実施した。錬士の称

号は小論文提出・教士の称号は筆記試験を年２回（5 月・11 月）実施した。三道で

新たに錬士１，０９６名（剣道981名・居合道89名・杖道26名）、教士６９１名(剣
道 642 名・居合道 45 名・杖道 4 名)が誕生した。範士審査は、年 1 回（５月）実施

され、剣道４名、居合道２名、杖道１名の計７名の範士が誕生した。 
② 六段以上の段位については、剣道・居合道・杖道で計２２回（内、１ 回は外国人の

初段から六段）の審査会を実施した。総受審者数は、前年度比２、４５１名減少し、

１６，３７０名となった。八段審査会が前年より１回減り、例年通り２回になった

ことも減少の要因となった。 
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平成２６年度 六段ないし八段の合格者数  （ ）内は女子で内数 
  種別 
段位 

  
   剣  道 

 
 居合道 

 
 杖 道 

 
  合 計 

六段 １，３６８（112） ８８（15) ３０（ 6） １，４８６ （133）

七段 ８３５ （27) ４６（ 9) １０（ 2） ８９１  （38）

八段 ２２ （ 0) ７（ 0） ４（ 1） ３３  （ 1）

合計 ２，２２５ (139) １４１（24) ４４ ( 9） ２，４１０ （172）

 
一方、本連盟の委任により各都道府県剣連が実施している初段ないし五段の審査の合

格者総数は８３，１２３名、前年度比４，０９４名減少した。初段の合格者が大幅に減

少したことが原因である。 
また、剣道人口の増減の指標である初段取得者は３８，５４７名と前年度比２，８６

３名の大幅な減少となった。 
 

 平成２６年度 初段ないし五段の合格者数  （ ）内は女子で内数 
  種別 
段位 

 
  剣  道 

 
 居合道 

 
杖 道 

 
 合 計 

初段 ３７，０９７ 
（13,563） 

１，０７６ 
（358）

    ３７４

   （117）
   ３８，５４７

(14,038 ）
二段 ２４，９２６ 

（8,650） 
８１１ 
（233）

    ２７５

    （78）
２６，０１２

（8,961）
三段   １１，６７４

（3,595） 
  ４４９ 

（103）
   １８３

   （41）
  １２，３０６ 

 (3,739) 
四段 ３，５３２ 

（732） 
 ３１１ 

     （55）
    １０２

（18）
３，９４５

（805）
五段 ２，０３０ 

（297） 
     ２１２ 

（39）
７１

     （21）
２，３１３

（357）
合計 ７９，２５９ 

（26,837） 
２，８５９ 

(788）
 １，００５

（275）
８３，１２３

（27,900)

 

(2) 離島における五段以下の段位審査会補助については、申請のあった長崎（４回）鹿児

島（２回）、沖縄（２回）に対して実施した。 
 
５．試合・審判  

(1) 「剣道講師要員（試合・審判）研修会」を２回実施し、認定者の中から適格者を選考

し、全剣連後援剣道講習会の審判法の講師として派遣した。(別添－２参照) 
(2) 平成２６年４月１日付で審判講師養成の指導講師として２０名が認定され、これまで

の認定者は１９１名となった。 
(3) 「第９回女子審判法研修会」を実施し、参加者の中から第６回全日本都道府県対抗女

子剣道優勝大会、第５３回全日本女子剣道選手権大会の審判員を選考した。(別添－２参

照) 
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(4) 第１９回女子審判講習会は剣道六・七段（一部五段）の女子剣士９１名が参加して実

施した。(別添－２参照) 
(5) 第１６回世界剣道選手権大会に向けて第４２回外国人講習会（審判）を実施し、世界

大会審判員の審判技術の向上に支援を行った。 
(6) 各国の審判員育成ならびに審判技術の向上ため、ヨーロッパ・アメリカ・アジア各ゾ

ーン審判講習会に講師を派遣した。 
  (7) 「竹刀の規格の遵守」「名札の書体について」「打突部位の呼称発声について」「正し

い剣道用語の使用について」「試合中、竹刀の弦が上になっていない場合の指導方法に

ついて」の５項目について各都道府県剣道連盟に通知した。 
(8) 各主催大会前日、審判研修会を実施し、有効打突・禁止行為等について意思の疎通を

図った。 
 

６．強 化  
(1) 平成２７年５月、日本で開催される第１６回世界剣道選手権大会の日本代表選手候補

者の強化訓練講習会を男子・女子各９回、強化合宿を男子・女子各３回それぞれ実施

した。(別添－２参照) 
(2) 剣道水準の向上を図るために、青年層の中核となる１８歳から２５歳を対象とした「第 
５期選抜特別訓練講習会」は後期３回を実施し、５５名が参加した。(別添－２参照) 

(3) 第５２回中堅剣士講習会を全国都道府県各剣連から推薦された５０歳以下の剣道七

段の精鋭６３名が参加して実施した。(別添－２参照)（（公財）ＪＫＡの補助事業） 
 
７．居合道 

(1) 第４１回居合道中央講習会は京都市武道センターにおいて都道府県の代表者と全日本

居合道大会審判員候補者が参加して実施し、全剣連居合の作法と技術、さらに適正公

平な審判の徹底を図るため技術の向上を図った。(別添－２参照) 
(2) 居合道地区講習会を年２回（千葉県・岡山県）、それぞれ六・七段審査会の翌日から

２日間の日程で実施し、全剣連居合の正しい普及のための実技の向上と古流の研究を

行った。(別添－２参照) 
 (3) 居合道の普及を図るため、北海道・大阪府・福岡県等、１５道府県の居合道講習会に

講師を派遣するとともに、フランス・イタリア等５ヵ国の居合道講習会に講師を派遣し

た。 
 
８．杖 道  

(1) 第２３回杖道中央講習会は千葉県勝浦市日本武道館研修センターで実施し、審査員な

らびに審判員の心構えと自覚を促すべく徹底した指導を実施した。特に審判員につい

ては受講生全員に実技指導を行った。(別添－２参照)   
(2) 杖道普及のための調査・研究のためアンケートを実施した。 
(3) 杖道地区講習会は年２回（8月愛知県豊田市、1月東京都江戸川区）、それぞれ六・七

段審査会の翌日から２日間の日程で実施し、特に中堅者、高段者については審判法の

実技指導を行った。(別添－２参照) 
 

９．社会体育指導員養成 
(1) 平成２６年度社会体育指導員養成講習会ならびに更新講習会の認定者数は、前年度比

１４３名減の６２４名、更新認定者は６４１名と前年度比１９名の増となった。 
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内訳は、初級認定者４８３名、（内、女子１１１名 23％）、中級認定者７９名（内、

女子12名 15％）、上級認定者６２名（内、女子5名 8％）、初級更新者２７４名、

中級更新者１９２名、上級更新者１７５名であった。（添付－２参照） 
(2) 中学校武道必修化に向けて、普及委員会学校教育部会との連携を図り、「剣道授業の展

開」、「授業協力者の支援の在り方」等についての講義内容・実技内容の充実を図った。 
(3) 平成２６年度から実施の新カリキュラムのもとで、指導法（特に初心者）の充実、評

価法の充実、受講者の負担軽減を図った。 
(4) 更新講習会の運営と充実を図るため、受講者の利便性を配慮し、原則として全国７ブ

ロックで１回以上の更新機会が設定されるよう初級・中級・上級更新の同時開催を行

うとともに、補助講師として開催地の上級認定者（男子八段・女子七段）を活用した。 
 
１０．国際 
  (1) 平成２７年５月２９日から３日間、日本武道館で開催される第１６回世界剣道選手権

大会（WKC）に向けて、１６ＷＫＣ実行委員会及び国際委員会での議論を踏まえ、本格

的に準備を進めた。 

(2) 国際剣道連盟主催によるアジア（平成26年10月）、アメリカ（平成27年1月）及び

ヨーロッパ（平成27年1月）における各ゾーン審判講習会に、滝井記念武道振興財団

等の補助を得て講師を派遣した。 

(3) 第４１回外国人夏期講習会を世界４３カ国・地域から６１名の受講者を集めて、７月

２５日～８月１日の８日間、北本市の解脱会研修センターにおいて（公財）ＪＫＡの

補助事業として開催した。 
(4) 第４２回外国人講習会（審判）を平成２７年２月２８日、３月１日の２日間成田市に

おいて、第１６回世界剣道選手権大会の審判員の技術向上と有効打突の基準の意思統

一、審判相互の連携強化を図ることを目的として開催し、１５か国・地域から審判長・

審判主任・審判員計４０名が参加した。 

 (5) 各国からの要請に応じ、大会、講習会、審査会等に剣道、居合道、杖道の専門家を１

１カ国・地域に２３回、合計４９名を派遣した。これらは、全剣連及び国際剣道連盟

の派遣によるほか、各種補助金の活用、主催国の負担により実施した。 

(6) 全国から寄贈された中古剣道具８０組を整備し、（公財）ＪＫＡの補助により購入し

た新品８０組と合わせて、さらに、竹刀１６０本、中古剣道着・袴を加えて、フィン

ランド、アイルランド、ポルトガル、ポーランド、セルビア、モンテネグロ、ベネズ

エラ、コスタリカ、イランの９ヵ国に送った。 

(7) 平成２６年４月８日～１３日トルコ・アンタルヤで開催されたスポーツアコード総会

に役員・職員各１名を派遣した。 

  
１１．広報活動ならびに物販事業 

(1) 月刊「剣窓」は、引き続き内容の充実と拡販に努力した。発行部数は約１万２千３百

部ならびに購読料自動振替制度の利用者数は約５千件と前年度並みの実績であった。 
(2) 全剣連発行の刊行物、関連用品、ビデオ・ＤＶＤ等の販売を通じた普及活動を行った。

ＤＶＤ関係では「第１２回全日本選抜剣道八段優勝大会」、「第６０回全日本東西対抗

剣道大会」「第６２回全日本剣道選手権大会」を制作･販売した。 
(3) 全剣連所有の著作物について、著作権の利用者に対する使用手続きの徹底を図り著作

権の管理に務めた。 
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１２．文化関係事業 
(1) 第１３回剣道文化講演会を１２月６日(土)、ベルサール飯田橋ファーストにおいて開催し

た。本年度は２部構成として、第１部は全剣連広報委員会資料小委員会（東日本）委員長

入江康平氏による演題『絵図と写真から読み解く剣道文化史』の講演と第２部は「私の剣

道 これからの剣道」と題し、全剣連広報委員会委員緒方喜治氏の司会で警察大学校教授

石田利也氏と神奈川県警察剣道主席師範宮崎正裕氏とのパネルディスカッションを行い、

会場は満席となる約４５０名が聴講した。 
(2) 第１８回写真コンテストを実施。３３６点の応募があり入賞作品を平成２７年剣道カ

レンダーに使用した。カレンダーは７枚物（3,300部）と１枚物（12,000部）の２種類

を作成し販売・ 配布した。 
  

１３．資 料 
西日本では、福岡県剣術報告として「久留米藩剣術師範役 加藤田平八郎関係資料」の

資料収集を終え、報告書として刊行した。 
 

１４．安全・医科学関係 
(1) 強化訓練講習会参加者に対する医学的サポートとして、平成２６年度強化訓練講習会

に医師が帯同し、傷病・健康管理にあたった。 
(2) 剣道用具の安全性及び剣道具の規格の調査・研究の一環として、主催大会における竹

刀検査結果の統計・分析を継続実施した。 
(3) 医学の急激な進歩に伴い、「剣道医学Q＆A」ならびに「剣道医学救急ハンドブック」

を改訂し、第３版として刊行した。 
(4) アンチ・ドーピング委員会との連携を強化するとともに強化訓練講習会の帯同医師な

らびにトレーニングコーチに「アンチ・ドーピング資料セット」を配布した。 
(5) 全剣連ホームページにアンチ・ドーピング関連情報の更新を逐次実施するとともにア

ンチ・ドーピング委員会編集による『剣士のためのアンチ・ドーピングマニュアル日

本語版・英語版』を掲載し、強化訓練講習会参加者に限らず、一般剣道家へのドーピ

ング防止活動の啓発を図った。 
(6) 『剣士のためのアンチ・ドーピングマニュアル』を社会体育指導員養成講習会参加者

約８００名に配布し、ドーピング防止活動の啓発の継続に努めた。 
(7) 「全日本剣道連盟アンチ・ドーピング規程」を「同ドーピング防止規程」と改正し、

平成２６年４月１日施行することとした。 
(8) 日本アンチ・ドーピング機構（JADA）の協力と日本スポーツ振興センターの助成を

得て、全日本剣道選手権大会、全日本女子剣道選手権大会でドーピング検査及び競技

外検査を実施した。 
 

１５．長期方策の検討 
 (1) 道場建設のための調査および検討は時間を要するため、継続的に行うこととした。 

  
 １６．情報処理関係 
  (1) 全剣連ホームページのサーバーを全日本剣道選手権大会及び世界剣道選手権大会に 
       対応できるよう増強するとともに第１６回世界剣道選手権大会の特設サイトを新た

に立ち上げた。 
    (2) 全日本剣道選手権大会、全日本選抜剣道八段優勝大会及び全日本女子剣道選手権大会 
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       、都道府県対抗女子剣道優勝大会をUSTREAM を利用してインターネット中継をし

たほか、ＹouＴube を利用して全日本東西対抗剣道大会他を録画中継し、全世界に向

けて剣道のすばらしさを発信した。 
(3) 劣化の激しい昭和４０年から昭和４５年までの剣道段位申請書の電子化を行った。 
(4) インターネットを活用した合格者登録申請ならびに審査会受審申請の新システムを構

築し、平成２７年度試験運用を開始する。 
 

１７．総務・経理関係 
(1) 全剣連経理業務の簡素化とチェック体制の強化を図り、現金収受の方法を明確なもの

にして不祥事の防止等に努めた 
 (2) 全日本剣道連盟評議員会規則第4条に基づき、全日本剣道連盟評議員候補者推薦実施 
   要領を起案し、平成２７年３月１９日開催の評議員会で承認され、施行された。 
 

１８．表彰事業 
(1) 剣道特別功労賞・剣道功労賞・有功賞の表彰（別添－３参照） 

特別功労賞には武安義光前全剣連会長が選考され、第２０回剣道功労賞･有功賞につ

いては、功労賞には丸山鐵男氏と長尾英宏氏を選考して１１月３日に日本武道館で贈呈

式を行った。なお、長尾英宏氏については理事会の決議を経て事前に贈呈した。 
有功賞には、６４名を選考して表彰した。 

(2) 少年剣道教育奨励賞の表彰（別添－４参照） 
剣道の普及、将来の発展を図るために始めた「少年剣道教育奨励賞」は、１１年目を

迎え、少年剣道の指導面で地道な活動を重ねている団体・組識を各剣連、関係団体等

に対象候補として推薦を求め、２８４団体を選考して表彰した。 
(3) 敬老の日（９月１５日）までの、この１年間に新たに９０歳を迎えられた剣道・居合

道・杖道高段位（七段以上）の方々９５名に、これまでの斯道の発展・振興への尽力

と功績を称え、祝意を表明するとともに記念品を贈呈した。 
(4) 顕彰状の贈呈 

故人に贈られた顕彰状は次のとおりである。 
① 教士八段受有者  ４名 
② 教士七段受有者で、教士取得後２０年を経過した者 ２２名  

 
１９．評議員会・理事会・専門委員会等の活動（補足資料【１】P８参照） 

(1) 平成２６年度の専門委員会は、小委員会等を含め８２回 開催した。 
 (2) 事業調整連絡会議を９回開催した。 
(3) 称号・段位審査の審査員選考委員会を２回 開催した。 

  (4) 文部科学省委託事業に伴う、武道等支援強化委員会を７回開催した。なお、内３回は 
     普及委員会学校教育部会と合同で開催した。 
  (5) １６WKC実行委員会を８回開催した。  

以 上 
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「補足資料」 

 
【１】評議員会、理事会等の開催状況について 
１、評議員会の開催について                （計 ２回） 
（１）定時評議員会       平成２６年 ６月２０日 
  （報告事項） 

① 平成２５年度事業報告の件 

② 平成２５年度公益目的支出計画実施報告書の件 

③ 第１６回世界剣道選手権大会の概要と資金調達の件 

（決議事項） 
① 平成２５年度計算書類承認の件 
② 評議員３名選任の件 
③ 理事１名選任の件 

  
（２）３月 臨時評議員会    平成２７年 ３月１９日  
  （審議事項） 

① 評議員の選任について 
② 評議員会候補者推薦実施要項（案）について 

  （報告事項）   
① 平成２７年度事業計画について 
② 平成２７年度収支予算書について 
③ 平成２７・２８年度役員候補者（案）について 
④ 第１６回世界剣道選手権大会の大会運営について 
⑤ 投書に係る諸対応について 
⑥ その他   

 
 

２、理事会の開催状況について               （計 ４回） 
（１）第１回理事会            平成２６年 ６月 ５日 
 （審議事項） 

① 平成２５年度事業報告（案）について 
② 平成２５年度財務諸表（案）及び収支計算書（案）について 
③ 平成２５年度公益目的支出計画実施報告書（案）について 
④ 評議員会への評議員候補者の推薦について 
⑤ 評議員会への理事候補者の推薦について 
⑥ 定時評議員会の日時及び場所並びに議題・議案の決定について 
⑦ 会計規則の一部改正について 
⑧ 第１６回世界剣道選手権大会の概要と資金調達について 

   （報告事項） 
① 平成２６年度剣道有功賞顕彰の推薦について 
② 平成２６年度「少年剣道教育奨励賞」候補推薦について 
③ 担当常任理事による業務報告 
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（２）書面理事会        平成２６年１０月 ８日議決 
   ① 剣道功労賞の承認について 
 
（３）１１月 臨時理事会    平成２６年１１月  ２日 

（審議事項） 
① 平成２７年度行事日程表（案）について 
② 平成２６年度剣道特別功労賞並びに剣道功労賞・有功賞について（受賞者一覧表） 
③ 平成２６年度少年剣道教育奨励賞について（贈賞一覧表） 
④ 平成２７・２８年度役員の推薦について 

   ⑤ 剣道教士八段以上の社会体育指導員養成講習会（初級）の一部免除講習について 
    （報告事項） 

① 第１６回世界剣道選手権大会の準備状況について 
② 第１３回剣道文化講演会について 
③ 平成２６年度上半期収支状況について 

   ④ その他 
      (1) 担当常任理事による業務報告 
      (2) 平成２６年度日本武道協議会武道功労者並びに武道優良団体について 
 
（４）第２回理事会       平成２７年 ３月１９日 

   （審議事項) 
① 平成２７年度事業計画（案）について 
② 特定資産の取崩しについて 
③ 平成２７年度収支予算書（案）について 
④ 評議員候補者の評議員会への推薦について 
⑤ 評議員候補者推薦実施要項（案）について 
⑥ 平成２７・２８年度役員候補者（案）について 

    （報告事項） 
① 第１６回世界剣道選手権大会の大会運営について 
② 投書に係る諸対応について 

 ③ 担当常任理事による業務報告について 
④ その他 

 
 

３、常任理事会                      （計 ４ 回） 
（１）第１回          平成２６年 ６月 ４日 
（２）第２回          平成２６年 ９月２０日 
（３）第３回          平成２６年１０月３０日 
（４）第４回          平成２７年 ３月１６日 

 
 
 ４、各専門委員会 
（１）総務委員会                  （ ３ 回 ） 
（２）普及委員会                  （  ４ 回 ） 
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    ① 学校教育部会               （ ３ 回 ） 
（３）指導委員会                  （ ９ 回 ） 
（４）称号・段位委員会               （  ６ 回 ） 
（５）試合・審判規則委員会             （ ８ 回 ） 
（６）強化委員会                  （ １ 回 ） 
（７）社会体育委員会                （ ３ 回 ） 
（８）国際委員会                  （ ５ 回 ） 
（９）居合道委員会                 （  ２ 回 ） 
（10）杖道委員会                  （ ２ 回 ） 
（11）医・科学委員会                （ ４ 回 ） 
  ① アンチ・ドーピング委員会          （ ６ 回 ） 

（12）広報委員会                  （ ４ 回 ） 
① 剣窓編集小委員会              （ １２回 ） 

    ② 広報・資料東小委員会            （ ０ 回 ） 
     ③ 広報・資料西小委員会            （ ０ 回 ） 

④ 広報・情報小委員会             （  ４ 回 ） 
 
 
５、相談役会                         （計 １回 ） 
（１）第１回             平成２６年１１月 ２日    （ 東京都 ） 

     ① 平成２６年度事業について 
      〇 平成２６年度行事日程表 
    ② 平成２７年度剣道八段審査会について 
     ③ 第１６回世界剣道選手権大会準備状況について 

 
 
６、審議員会                        （計 ２回） 
（１）第１回          平成２６年  ９月２０日    （ 島根県 ） 

     ① 平成２６年度事業の概要 

      ○ 平成２６年度行事日程表 
② 平成２７年度剣道八段審査会について 
③ 第１６回世界剣道選手権大会準備状況と今後の課題について 
④ 担当常任理事により事業進捗状況について 
⑤ その他 

 
 （２）第２回          平成２７年 ３月１６日   （ 東京都 ） 
    ① 平成２７年度事業の概要 

〇 平成２７年度行事日程表 
② 担当常任理事により事業進捗状況について 

 ③ その他 
 
 
７．綱紀委員会                           （ ４ 回 ） 



 11

 
８、その他の会議 
（１）都道府県剣道連盟 事務局長会議           （計 １回 ） 

                             平成２６年 ４月２８日  （ 大阪市 ） 
（２）各剣連 専務理事・理事長会議            （計 １回 ） 

                             平成２７年 ２月１２日  （ 東京都 ） 
（３）全国組織剣道関係団体連絡会議            （計 １回 ） 

                             平成２７年 ３月２４日  （ 東京都 ） 
   
               
【２】 役員等の異動について 

評議員の選任および辞任 
         （選任）       （辞任） 
① 静 岡 ：宮原 昇治評議員（旧 望月 照夫氏） （平成２６年 ６月２０日） 
② 愛 媛 ：桜木 俊幸評議員（旧 大久保 博光氏）（平成２６年 ６月２０日） 
③ 佐 賀 ：寺﨑 朗評議員（旧 幸松 昭雄氏） （平成２６年 ６月２０日） 
④ 宮 城 ：井上 雅勝評議員（旧 熊谷 和穂氏） （平成２７年 ３月１９日） 
⑤ 岐 阜 ：山小瀬 進評議員（旧 松葉 忠文氏） （平成２７年 ３月１９日） 
⑥ 岡 山 ：田中 早苗評議員（旧 松井  明氏） （平成２７年 ３月１９日） 
⑦ 学識経験者：  なし   （旧 百鬼 史訓氏） （平成２７年 ３月１９日） 
 

    理事の選任および辞任 
                     （選任）            （辞任） 

① 警察庁 ：桐原 弘毅理事 （旧 中川 正浩氏） （平成２６年 ６月２０日） 
 

平成２６年度中に逝去された役員 
① 相 談 役：石原 忠美氏                    （平成２７年３月１２日逝去） 
② 常任理事：長尾 英宏氏                    （平成２７年３月 １日逝去） 

 
 
【３】事務局職員構成 

平成２７年３月３１日現在 
職  員 嘱  託  在 籍 

   男   女   男   女 
統括主幹    ０   ０   ０   ０   ０ 
主 幹    ５   １   ０   ４   ０ 
主幹代理    ６   ４    １   １   ０ 
職 員   １６   ９    ７   ０   ０ 
 計   ２７   １４   ８   ５   ０ 

                                                    

〆 


